
第　  

△19,921 497

歳

,381

 

他会計繰入金

出 予 算 補１  正　

１ 歳　入 （

歳　　　　入　　　　

単

合　　　　計 6,79

位

4,857 △19,9

：

21 6,774,93

千

6

表

円）

款 項 補正前の額 補

　

 正 額 計

－2－

 5

　

517,302 △19

歳

,921 497,38

 

1繰入金

入

 1 517,302



歳

 3 1,817,76

　

7 4,789 1,82

出

2,556

（

国民健康保険事業

単

費納付金

位

 1 1,239,57

：

0 6,273 1,24

千

5,843

円

医療給付費分

 2

）

407,105 △4,

款

199 402,906

項

後期高齢

補

者支援金

正

等分

 3 171,0

前

92 2,715 173

の

,807

額

介護納付金分

 6 1

補

13,979 △18,

 

410 95,569

正

基金積立金

 

 1 113,979

額

△18,410 95,

計

569基

－

金積立金

3－

 1 115,490 △6,300 1

歳　　　　出 　　　

0

 合　 　   計 6

9

,794,857 △1

,

9,921 6,774

1

,936

90総務費

 1 97,378 △6,300 91,078

２

総務管理費



（　余白　）

－4－



歳 正 予 算 事 項 入 別 明 細 書

１ 総

歳　

　

入　合　計 6,794

 

括

,857 △19,921 6,774,936

(歳

歳

　入) （単位：千円）

 

款 補正前の額 補　正　

出

額 計

－5－

5 517,

 

302 △19,921

補

497,381

 

繰入金



出

113,979 △18

)

,410 95,569

款

基金積立金

補正前の額 補　正　額 計

－6－

1 115

歳　出　合　計

,

6,794,857 △

4

19,921 6,77

9

4,936

0 △6,300 109,190総務費

3 1,817,767 4,7

(

89 1,822,55

歳

6国民健康

　

保険事業費納付金

6



（

△6,300

単

4,789

位

△18,4

：

10

千円）

補 　　正 　　額 　　の 　　財

△

 

19,921

－7－

　　源 　　内 　　訳

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　般　財　源

国庫支出金 県支出金 地　方　債 そ　の　他



２ 歳

計繰入金 517,302 △19,921 497,381

1  一般会計繰入金 517,302 △19,921 4

款

97,381

　　　項

　

　　　目 補正前の額 補

入

 正 額 計

(国民健康保険特別会計)

－8－

5  繰入金 517,302 △19,921 497,381

(款)  5 繰入金
(項)  1 他会計繰入金

1  他会



位

支援事業繰
入金

：千円）

節
説　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

－9－

 3 職員給与費 △6,300  1 職員給与費等繰入金
等繰入金

 5 財政安定化 △13

（

,621  1 財政

単

安定化支援事業繰入金



３ 歳

)  1 総務費
(項)  1 総務管理費

1  総務管理費 97,378 △6,300 91,078 △6,300

1  一般管理費 94,604 △6,300 88,304 △6,300

補正

　

額の財源内訳
款　項　

出

目 補正前の額 補 正 額 計
特定財源 一般財源

(国民健康保険特別会計)

－10－

1  総務費 115,490 △6,300 109,190 △6,300

(款



位

,100      

：

 給料（事務職員８人

千

）
(△700)   

円

   期末手当
(△4

）

00) 4 共済費 △1

節

,500      

説

 勤勉手当
(△1,5

　

00)      共

　

済組合負担金
(△40

　

0)19 負担金補助 △

　

400       

　

退職手当負担金
及び交

　

付金

　　　明
区　　分 金　　額

－11－

  1 一般管理給与費 2 給料 △3,300 
    (1)一般職給与 △6,3

（

00 
(△3,300

単

) 3 職員手当等 △1



業費納付金

(款)  3 国民健康保険事業費納付金
(項)  1 医療給付費分

1  医療給付

補

費分 1,239,57

正

0 6,273 1,24

額

5,843 6,273

の

1  一般被保険者 1

財

,237,187 7,

源

818 1,245,0

内

05 7,818
 医療

訳

給付費分

2  退職被

款

保険者 2,383 △1

　

,545 838 △1,

項

545
 等医療給付費

　

 分

2  後期高齢者

目

支 407,105 △4

補

,199 402,90

正

6 △4,199
 援金

前

等分

1  一般被保険

の

者 406,176 △3

額

,571 402,60

補

5 △3,571
 後期

 

高齢者支
 援金等分

正

2  退職被保険者 92

 

9 △628 301 △6

額

28
 等後期高齢者
 

計

支援金等分

3  介護

特

納付金分 171,09

定

2 2,715 173,

財

807 2,715

1

源

 介護納付金分 171

一

,092 2,715 1

般

73,807 2,71

財

5

源

(国民健康保険特別会計)

－12－

3  国民健康保険 1,817,767 4,789 1,822,556 4,789
 事



位

金
(7,818)  

：

    一般被保険者

千

医療給付費分

  

円

1 退職被保険者等医

）

療給付費分19 負担金

節

補助 △1,545 
 

説

   (1)退職被保

　

険者等医療給付費分 △

　

1,545 及び交付

　

金
(△1,545) 

　

     退職被保険

　

者等医療給付費分

　

  1 一般被保険

　

者後期高齢者支援金等

　

分19 負担金補助 △3

　

,571 
    (

明

1)一般被保険者後期

区

高齢者支援金等分 △3

　

,571 及び交付金

　

(△3,571)  

分

    一般被保険者

金

後期高齢者支援金等分

　

  1 退職被保

　

険者等後期高齢者支援

額

金等分19 負担金補助

－

△628 
    (

1

1)退職被保険者等後

3

期高齢者支援金等分 △

－

628 及び交付金
(△628)      退職被保険者等後期高齢者支援金等分

 

  1 介護納付金

 

分19 負担金補助 2,

1

715 
    (1

 

)介護納付金分 2,7

一

15 及び交付金
(2

般

,715)     

被

 介護納付金分

保険者医療給付費分19 負担金補助 7,818 
    (1)一般

（

被保険者医療給付費分

単

7,818 及び交付



 6 基金積立金
(項)  1 基金積立金

1  基金積立金 113,979 △18,410 95

補

,569 △18,41

正

0

1  基金積立金 1

額

13,979 △18,

の

410 95,569 △

財

18,410

源内訳
款　項　目 補正前の額 補 正 額 計

特定財源 一般財源

(国民健康保険特別会計)

－14－

6  基金積立金 113,979 △18,410 95,569 △18,410

(款)



位

金積立金

：千円）

節
説　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

－15－

  1 基金積立金25 積立金 △18,410 
    (1)基金積立金 △18,

（

410 
(△18,4

単

10)      基



１　特別職

２　一般職

（１）　総　　　括

給　　与　　費　　明　　細　　書

補正前 9

区　分

8

（人）

その他の
特別職

補
正
後

職員数

比　較 △1

（千円）

0 △3,300 △1,100

20,333

補正後 19,233

0

0

0

0

15

（千円） （千円）

0

（人）

0 0

長　　等

議　　員

特別職
その他の

区　　　　分

330

0

0

0 0 0 0

0 0

議　　員

0 015 330 0 0計

長　　等 0

計 15

0 0

0

0

15 330 0

330 0

0 0 0

50,037

54,437

△4,400

10,350

特別職
0

その他の

0

0

0

0

0

備   考

34,104

0

0

5,739

11,850 6,139

0

0

0

0

0

0

00

00

0

0

0

0

0

0

0

合　計

00

0

0

0

0

0

0

0

00

0

（千円）

330330 0

330

330

0

330

30,804

合   計

0

330

0

0

0

0

0

（千円）

330

330

0

0

66,126

△6,300

（千円）（千円）（千円）

72,426

△1,500 △400

報   酬

（千円）

給   料 職員手当 計

（千円） （千円）

職員数

0

0

0

0

0

0

退職手当
負担金

共済費

給　　　与　　　費

補
正
前

比
　
較

0 0

0

0

長　　等 0

議　　員

計

給　料

（千円） （千円）

0

0

0

0

0

0

期末手当

（千円）

退職手当
負担金

0

その他
の手当

計

（千円）

給　　　　与　　　　費

共済費
報　酬

－16－



（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

（３）　給料及び職員手当の状況

ア．職員１人当たり給料

42歳4か月 ― ―

―

314,444 ―

（千円） （千円）

0

―

374,283 ― ―

（円）

令和元年
１２月１日現在

―

374,018 ― ―

（千円）

説　　明

0

（円）
平均給料月額

区　　　　　　　　分

平成３１年
４月１日現在

平  均  年  齢 

40歳5か月 ―

0

0

任期付職員

305,637

技能労務職

0

4,340

平均給料月額

一般行政職

―

別勤務手当
管理職員特

0

（千円）

0

時 間 外

4,340

（円）

平  均  年  齢 

（円）
平均給与月額

平均給与月額

職
員
手
当
の
内
訳

区　　分
扶養手当

補 正 後

比　　較

（千円）

0

（千円）

（千円）

1,014

1,014

特殊勤務
手　　当 勤務手当

（千円）

補 正 前

補 正 前

補 正 後

区　　分

7,421 5,378 0 324

比　　較

0

△700 △400

8,121

0

宿日直手当

地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

単身赴任 寒冷地
手　　当 手　当

期末手当

0 0 0 0

0 0

0

5,778

勤勉手当 住居手当

0

480276

0

276 480

通勤手当

0

324

管理職手当

（千円）

区　　　　分
増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳
 （千円） （千円）

0

0

その他の増減分 △3,349

平均改定率 ０．２％

実施時期　平成３１年４月１日

人事異動等による減

給　　　　料 △3,300

給与改定に伴う増加分 49

勤勉手当支給率の改定
155

人事異動等による減△1,255

職 員 手 当 △1,100

給与改定に伴う期末手当等の増
制度改正による増加分

その他の増減分

－17－



イ．初任給

ウ．級別職員数

■等級別基準職務表（級別の標準的な職務内容）

計 9 100.00 計 0 0.00

７級  

６級 1 11.11

５級 1 11.11５級  

5 55.56３級  

４級 1 11.11４級

２級 1 11.11２級  

計 0 0.00

平成３１年
４月１日
現在

１級  １級  

 

計 8 100.00 計 0 0.00

６級 1 12.50

５級 1 12.50５級  

 

４級 1 12.50４級  

 

-  

２級 1 12.50２級  

令和元年
１２月１日
現在

１級  １級

３級 4 50.00３級

職員数 構成比
（％） （人） （％） （人） （％）

技能労務職

154,900 147,900 150,600 147,900

任期付職員

―

一　　 　　　般

行　　政　　職

課長職
（課長の職務）主　　任

係長職

６　　級区　　　　分 １　　級

部長職

区　　分

一般行政職 技能労務職

（人）

５　　級３　　級 ４　　級２　　級

７級

区　　　　分

高　校　卒　（円）

大　学　卒　（円） 182,200 ― 182,200

一般行政職 技能労務職
国の制度

一般行政職

３級

（困難な業務を
行う係長の職
務）

主　　査

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

級

  

計 0 0.00

-

（部長の職務）

（定型的な業務
を行う職務）

（特に高度の知
識又は経験を必
要とする業務を
行う職務） （相当困難な業

務を行う主査・
主任等の職務）

（特に困難な業
務を行う課長補
佐等の職務）

一般職員 一般職員 課長補佐職

７　　級

一般職員

－18－



エ．昇給

オ．期末手当 ・勤勉手当

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

８号給（人） 1 1

（％） 88.89 88.89 

６号給（人）

７号給（人）

４号給（人） 7 7

５号給（人）

３号給（人）

職　　員　　数 （Ａ） （人） 9 9 

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 8 8 

８号給（人）

（％） 100.00 100.00 

６号給（人）

７号給（人）

４号給（人） 8 8

５号給（人）

３号給（人）

２号給（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 8 8 

号給数別内訳

１号給（人）

区　　　　　　　　分 合　　計

代　表　的　な　職　種

一般行政職 技能労務職

職　　員　　数 （Ａ） （人） 8 8 

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人）

47.709
定年前早期退職者に特別措置

（定年前は１年につき３％加算、定年前１年は２％加算）

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

47.709

補
　
正
　
後

者（月分）

2.225

者（月分）

（月分）６月（月分）

2.225

2.225

2.275

最高限度
その他の加算措置等

（月分）
20年勤続の 35年勤続の

国の制度

定年前早期退職者に特別措置

（定年前は１年につき３％加算、定年前１年は２％加算）

（支給率等）
24.586875 33.27075 40.80375

47.709支給率等

47.709

40.8037524.586875 33.27075

4.500

4.4502.225

2.275

有

有国の制度

補 正 前

補 正 後

4.500

有

者（月分）
区　　分

25年勤続の 30年勤続の
者（月分）

支 給 期 別 支 給 率 支給率計

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　分 備　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置１２月（月分）

補
　
正
　
前

－19－



キ．特殊勤務手当

ク．その他の手当

―

一般行政職 技能労務職 任期付職員

0.00 0.00 ― ―

0.00 0.00

通　　　勤　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

扶　　　養　　　手　　　当

区　　　　　　分

地　　　域　　　手　　　当

同　　　　じ

同　　　　じ ―

区　　　　分 全　職　種

代　　　　表　　　　的　　　　な　　　　職　　　　種

― ―

１．清掃作業手当 ２．運転業務手当
代表的な特殊勤務
手当の名称

（令和元年１２月１日現在）

給料総額に
対する比率（％）

支給対象職員の
比率（％）

同　　　　じ ―

国 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

同　　　　じ

３．土木作業手当

―

－20－


